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研究成果の概要（和文）：本研究では、ニューヨーク市におけるP-TECHプログラム実践の分析を通して、学校か
ら職業への移行支援における後期中等教育後の進路保障施策の分析を通して、地位の低下が見られる中等職業教
育の今日的役割を解明することを目的とした。具体的には、1)学区の教育政策における当該プログラムの位置づ
け、2)具体的なプログラムの実施状況と実施に関わる諸機関の役割と連携の実態、3)プログラムの成果と課題を
研究課題として設定した。具体的な研究成果として、①当該プログラムの実施運営主体である市教委と市立大学
の役割分担と連携、②実践校における高大接続カリキュラムの実態の解明、③実践校の生徒の学力達成が挙げら
れる。

研究成果の概要（英文）：This study tried to clarify the current role of post-secondary vocational 
education, through an analysis of the NYC P-TECH program in supporting school to work transition in 
post-secondary education. Specifically, the following research issues were identified: 1) the 
position of the program in the educational policy of the school district, 2) the status of 
implementation of the specific program and the actual roles and collaboration of the various 
organizations involved in its implementation, and 3) the program's achievements and challenges. 
Specific research findings include: 1) the division of roles and collaboration between the New York 
City Department of Education and the City University of New York, which is responsible for the 
implementation and operation of the program; 2) clarification of the actual status of the high 
school-university connection curriculum in the schools where the program is implemented; and 3) 
achievement of academic of students in the NYC P-TECH schools.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
研究成果の学術的意義は、高等教育段階の学費負担の軽減に関する新たなモデルの構築である。NYC P-TECHでは
Dual Enrollment(DE)によってハイスクール在学中に無償でカレッジの単位を取得する。このことによって、高
等教育進学後の在学期間を短縮し、学費の負担を軽減することが試みられている。
研究成果の社会的意義は、日本におけるP-TECHモデルに基づく改革への示唆である。近年、日本においても東京
都などでP-TECHモデルによる職業教育の高大接続の改善を志向するプログラムが開発されている。これらのプロ
グラムの質保証に本研究の知見が示唆を与えるといえる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

1990 年代以降、先進諸国では脱工業化社会論とその結果としての知識基盤社会論の隆盛の中

で、教育改革政策(議論)の中心は、後期中等教育から高等教育に移ってきている。すなわち、安

定した雇用と賃金の確保を可能にする職業に就くための高度な職業教育を行う教育プログラム

を高等教育で整備(高等職業教育の制度化)し、高等教育へのアクセスを拡大することで、若者の

学校から職業への移行(以下：移行)を支援することが志向され、それに伴い(後期)中等教育段階

での職業教育(以下：中等職業教育)は縮小されてきた。 

しかしながら、高等教育拡充施策だけでは、全ての若者の移行を実質的には支援できないこと

が認識されるようになり、中等職業教育の今日的役割の検討が必要となっている。具体的には、

①就職に直結する能力の獲得に限定されない柔軟な進路を保障する教育プログラムとなること、

②同時に高等教育の準備教育プログラムとなることである。 

①については、次のような問題が指摘されている。1)就職希望者が十分な準備が整わないまま

に労働市場に送り出され、職場不適応と早期離職に繋がっている。2)家計の急変や不適応等によ

り進学後に進路変更を余儀なくされた若者の再チャレンジの機会(安定した雇用と賃金を得るこ

とや再修学することなど)も十分に確保されていない。3)働きながら学ぶ若者が、就学に支障な

く、生計の維持と就学に必要な賃金を得ることも保障できていない。 

②については、普通教育による接続だけでは達成できない中等教育と高等教育の接続の改善

の必要性が指摘できる。すなわち、高等教育へのアクセスが拡大される一方で、高等教育を受け

る十分な準備が整わないままに進学する若者も増加し、補習教育に多くの時間が割かれ、高等職

業教育が十分に行えない大学や、そのため、高等教育に進学しても学歴に見あった能力を獲得で

きない状況が生じている。 

 

２．研究の目的 

1.を踏まえて本研究では、学校から職業への移行(以下：移行)支援における後期中等教育後の

進路保障施策の分析を通して、地位の低下が見られる中等職業教育の今日的役割を解明するこ

とを目的とする。具体的には、アメリカの後期中等教育段階(ハイスクール)を事例として取り上

げ、2010 年代以降の「進学とキャリアの双方」に備える(“college and career” ready)改革の

実態を分析する。特に、ニューヨーク市の P-TECH の特徴を、1)学区の教育政策における当該

プログラムの位置づけ、2)具体的なプログラムの実施状況と実施に関わる諸機関の役割と連携の

実態、3)プログラムの成果(就学と就労の柔軟な組み合わせによる多様な進路の確保)と課題につ

いて明らかにする。このことを通して、「実効性のある移行支援を達成するための卒業後の進路

保障施策における中等職業教育の今日的役割の考察」という学術的な「問い」に迫る。 

 

３．研究の方法 

本研究では、先行研究の収集・分析と、関係機関での資料収集及びインタビュー調査を中心と

する現地調査(各年度とも 2回実施)によって、特に、学区で実施されている「進学とキャリアの

双方に」備える職業教育プログラムの特徴を明らかにする。具体的には、次の３つを解明するこ

とを研究課題とする。研究課題 1)学区の教育政策における当該プログラムの位置づけ、研究課

題 2)具体的なプログラムの実施状況と実施に関わる諸機関の役割と連携の実態、研究課題 3)プ



ログラムの成果と課題である。 

本研究では、先進的な改革事例として全米的な注目を集めているニューヨーク市における P-

TECH(Pathways in Technology Early College High School)を主な分析の対象とする。ハイス

クールとカレッジの２年制課程の６年間一貫の職業教育プログラムである P-TECH では、ハイス

クールでの学習に加えて、ハイスクール在学中からカレッジでの学習と企業実習を行うことを

通して「進学とキャリアの双方」に備えることを目的としている。当該プログラムは、2011 年

に開始され、ニューヨーク市教育委員会の監督の下、市内 7校で、各実践校・ニューヨーク市立

大学の 2年制カレッジ・実習先企業の連携によって実践されている。 

研究課題 1)については、P-TECH の創設を担った市教委と市立大本部における資料収集及び担

当職員へのインタビュー調査を実施する。特に、プログラムの特徴であるハイスクールとカレッ

ジの二重在籍プログラムによって中等職業教育と高等職業教育の接続の改善と、多様な進路の

保障を図った背景と、市教委のハイスクール改革における当該プログラムの位置づけを明らか

にする。 

研究課題 2)については、具体的な実践校の取り組みの分析を通して明らかにする。そのため、

実践校の発行する資料の収集及び授業観察、実践校の管理職・教職員の他、市教委の担当官、連

携カレッジのプログラム担当官、実習先企業の担当者に対するインタビュー調査を実施する。当

該調査を通して、プログラムの全体像と当該プログラムに特徴的な学習活動であるカレッジで

の学習及び企業実習の位置づけと実態を明らかにする。その際、当該プログラムの実施を支える

諸機関の役割と連携の実態を、実践校毎に明らかにする。また、研究課題 3)との関連から 2020

年度時点で開校から 7 年以上経過した実践校数校を調査対象とする。2019 年度の現地調査で導

出した枠組みを用いて、各事例校における実践の特徴を解明する。 

研究課題 3)については、2)の調査対象校について、2020 年/2021 年時点での実践校の成果と

課題を解明する。ここでは、実践校及び市教委が公開するデータを踏まえて、卒業生及び卒業生

の進学先・就職先へのインタビュー調査を実施する。進学先については市立大学の四年制大学を、

就職先については実習先企業を主な調査対象とする。当該調査を通して、卒業生の進路パターン

を明らかにし、その保障に対する当該プログラムの有効性と課題を考察する。 

 

４．研究成果 

本研究における具体的な研究成果として、①当該プログラムの実施運営主体である市教委と

市立大学の役割分担と連携、②実践校における高大接続カリキュラムの実態の解明、③実践校の

生徒の学力達成状況の解明が挙げられる。 

 ①については、プログラムの実施主体であるニューヨーク市教育委員会及びニューヨーク市

立大学での資料収集・インタビュー調査、によって、当該プログラムの実施運営主体である市教

委と市立大学の役割分担と連携について解明することができた。市教委の中でも中等後教育進

学準備局が実践校に対する支援を主に担っている。同局の主な役割は、プログラムに関する政策

立案・実施における条件整備と、実践校に対する指導・監督・助言の実施である。市立大学では、

(初等中等教育から大学への移行を支援する)K16 事業部の下部組織である ECI 統括部局と IR 部

門がそれぞれプログラム運営に対する支援を実施している。ECI 統括部局は市立大学におけるカ

リキュラム・学位の調整、プログラムの質の改善に向けた支援(管理職・教員研修の実施、連携

企業向け資料の発行等)を担っている。IR 部門は、実践校の生徒の成績等に関するデータの収集・

分析を担っている。 

 ②については、実践校の１つである MECA(Manhattan Early College School for Advertising)



のカリキュラム分析を通して、P-TECH における高大接続の実態、特に特に+の実態を明らかにし

た。NYC P-TECH が示す 6年間のカリキュラムと DE の関連を明らかにした。具体的には、準学士

を具体的に設定した上で、6 年一貫のカリキュラムが開発されていること、DE 科目には履修要件

を設定するものもあり、要件充足をハイスクールが支援していること、DE によってカレッジ段

階で専門科目とインターンシップの両立が可能となっていることが明らかになった。 

③については、市教委の委託事業として教育系シンクタンク MDRC が実施した NYC P-TECH の

効果検証報告書から、同市の P-TECH プラグラム参加者の次のような特徴がわかった。ハイスク

ールでの学びについては、同じような属性を持つ他校の生徒(比較群)より職業に関する専門科

目の単位取得が多い。卒業要件である州統一テストの合格率も比較群より高い。DE については、

DE への参加率が比較群よりも高く、その差は学年が上がるにつれて拡大する。履修単位数も比

較群より多く、4年目終了時点での比較軍より 6.4 単位多く単位を取得している。MDRC は市教委

と市立大 IR 部門から提供されたプログラムに関するデータの再分析を通して、上記のような成

果を明らかにしていることがわかった。このように第三者機関による効果検証でも NYC P-TECH

は一定の効果があることが認められているプログラムであるといえる。その背景には、①で明ら

かにしたような市教委と市立大学の役割分担と連携体制が構築されていること、②で明らかに

したような DE を促進するカリキュラムの開発がなされていることがあるといえる。 
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